
頁 修正前 修正後 修正理由

第１章 計画の目的および方針

第２節 計画の修正

総-２

 本計画は、災害対策基本法第42条の規定に基づ

き、社会情勢等の変化等を踏まえ常に実情に沿った

ものとするため、必要があると認めるときは、これ

を修正する。

 本計画は、災害対策基本法第42条の規定に基づ

き、近年発生した災害からの教訓や社会情勢等の変

化等を踏まえ常に実情に沿ったものとするため、必

要があると認めるときは、これを修正する。

熊本地震や能登半島地震など近年発生し

た災害対応から得られた教訓を参考にす

ることを強調する。

第２章 各機関と住民・事業所の役割と責任

第１節 行政および防災関係機関の役割と責任

７ 指定公共機関

総-14 12．関西電力㈱、関西電力送配電㈱滋賀支社 12．関西電力㈱、関西電力送配電㈱滋賀本部 組織改正による

第３章 竜王町の概況

第２節 社会的条件

第１ 人口・世帯数

総-27

世帯数（国勢調査による）は、昭和60年以降増加傾

向にあったが、平成22年4,413世帯をピークに、その

後減少傾向に転じ、令和２年現在4,435世帯である。

世帯数（国勢調査による）は、昭和60年以降増加傾

向になり、平成22年4,413世帯をピークに減少傾向に

転じたが、令和2年には4,435世帯となり増加してい

る。

世帯数増加の表現になっていないため文

言修正

竜王町地域防災計画（第１編　総則）　新旧対照表

第２ 行政および防災関係機関等の処理すべき事務または業務の大綱

資料１－２
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第１編　総則）　新旧対照表 資料１－２

第４章 町の防災環境

第１節 災害履歴と災害予想

第３ 火災

総-39

本町で、平成28年から令和４年までに発生した火災

件数は、38件であり、そのうち建物が18件

（47％）、車両が10件（47％）、林野が1件

（３％）、その他が９件（24％）である。

本町で、平成28年から令和４年までに発生した火災

件数は、38件であり、そのうち建物が18件

（47％）、車両が10件（26％）、林野が1件

（３％）、その他が９件（24％）である。

誤記修正
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頁 修正前 修正後 修正理由

共通

第１章　災害に強い「基盤」づくり

第３節 電力・ガス施設災害予防対策

第１ 電力施設の災害予防対策

３ 復旧用資機材等の確保および整備

予-6

関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は

災害に備え、次の事項を実施する。

（１）復旧用資機材の確保

（２）復旧用資機材等の輸送

（３）復旧用資機材等の整備点検

（４）復旧用資機材等の広域運営

（５）食料・医療・医薬品等生活必需品の備蓄

（６）復旧用資機材等の仮置場の確保

関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は

災害に備え、次の事項を実施する。

（１）復旧用資機材の確保

（２）復旧用資機材の輸送

（３）復旧用資機材の整備点検

（４）復旧用資機材の広域運営

（５）食料・医療・医薬品等生活必需品の備蓄

（６）復旧用資機材の仮置場の確保

関西電力送配電㈱における防災業務計画

との整合

第５節 防災施設等整備計画

第３ 防災拠点施設

５ 航空輸送の環境整備

予-15 緊急時のヘリコプターの開設に備え、 緊急時のヘリコプター臨時離着陸場の開設に備え、 文言追加

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

  3



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

予-15 ７ その他の拠点 ７ ボランティア拠点 項目（内容）を２分割する。

予-15

 災害時に円滑なボランティア活動が実施されるよ

うに、ボランティア拠点として町勤労福祉会館を指

定する。災害時には災害ボランティアセンターを設

置し、ボランティアに関する情報提供や相談、登録

等を行うボランティア活動を支援する拠点とする。

　災害により発生した多量の廃棄物を迅速かつ適正

に処理し、町民の生活環境を確保するため、災害廃

棄物仮置場を町有地に確保する。

災害時に円滑なボランティア活動が実施されるよう

に、ボランティア拠点として町勤労福祉会館を指定

する。災害時には災害ボランティアセンターを設置

し、ボランティアに関する情報提供や相談、登録等

を行うボランティア活動を支援する拠点とする。

近年の災害からボランティアセンターお

よび災害廃棄物仮置場は重要な拠点施設

であるため、「その他の拠点」ではなく

「ボランティア拠点」と「災害廃棄物仮

置場」に、新たに項目として分割明記す

る。

予-15 （新規） ８　災害廃棄物仮置場 新たな項目として明記

予-15

（新規）  災害により発生した多量の廃棄物を迅速かつ適正

に処理し、町民の生活環境を確保するため、災害廃

棄物仮置場を町有地に確保する。また平時から仮置

場候補地を複数選定し、訓練等により円滑に開設・

運営ができるようにする。

発災後、仮置場を円滑に開設・運営がで

きるよう候補地の選定と訓練等の実施を

明記する。
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

予-15

 

 修正後

 予-16

脱字修正（災害廃棄物置場→災害廃棄物

仮置場）

防災公園の所在地明記（町内→綾戸地

先）

防災拠点追加（岡屋水防倉庫）
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

予-16

 修正後

 予-17

      図 防災拠点施設位置図

防災拠点（岡屋水防倉庫）の追加
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第10節 河川施設・ため池等農業用施設災害予防対策
第２ ため池等農業施設の安全化

予-29

 修正後

 予-30

       図 重要水防区間・防災重点ため池等位置図   図 重要水防区間・防災重点ため池等位置図

図が未更新であったため、更新

（防災重点ため池：32箇所→23箇所）
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第２章　災害に備えた「しくみ」づくり

第４節 避難体制の整備

第２ 避難路・避難場所選定

３ 避難所の整備

予-49

 修正後

 予-50

東出第２公民館の名称変更

（変更後 東出公民館）

  8



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第５節 食糧、生活必需品等の調達・確保

第５ 備蓄品の管理

予-54

 修正後

 予-55

   備蓄品は担当課において年１回点検し、結果を生活

安全課に報告するとともに、備蓄品の補充・更新を

行い、備蓄一覧表にとりまとめておく。

   備蓄品は担当課において年１回点検し、結果を生活

安全課に報告するとともに、備蓄品の補充・更新を

行い、備蓄品一覧表にとりまとめておく。

※資　料

　１　備蓄品一覧表　　　　（資料編　１ー24）

第２編 災害予防計画から削除し、資料編

に掲載

救助活動用品等を含めた備蓄品全般を掲

載した一覧表に様式変更

予-55

（削除）

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第６節 緊急輸送体制の整備
第１ 緊急輸送道路の環境整備
１ 緊急輸送道路

予-56

（省略） （省略）

緊急輸送道路（第３次緊急輸送道路）の

見直しによる

（緊急輸送道路全線において新設電柱の

占有制限措置が実施されること（国交省

通知）を考慮）
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

予-57
緊急輸送道路（第３次緊急輸送道路）の

見直しによる位置図の改訂
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第７節 要配慮者の安全確保と支援体制の強化

第１ 在宅の要配慮者に対する避難体制

２ 安否確認・避難誘導体制の整備

予-58
町は、「避難行動要支援者支援マニュアル」に基づ

き、

町は、「要配慮者支援マニュアル」に基づき、
マニュアル名称に整合

予-58

（１）避難行動要支援者登録制度

（省略）

・登録台帳は、生活安全課で保管するとともに、自

治会（区）、消防団、民生委員児童委員に提供して

情報を共有する。

（１）避難行動要支援者登録制度

（省略）

・登録台帳は、生活安全課で保管するとともに、消

防機関、警察、自治会（区）、消防団、民生委員児

童委員に提供して情報を共有する。

県地域防災計画に整合

予-58

※登録台帳の情報や入手方法、関係支援団体等につ

いては「避難行動要支援者支援マニュアル」で定め

るものとする。

※登録台帳の情報や入手方法、関係支援団体等につ

いては「要配慮者支援マニュアル」で定めるものと

する。

マニュアル名称に整合

第11節 その他協定の締結等

第３ 協力企業登録制度の創設

予-70

（省略）

表中 協定相手名

 社団法人 滋賀県LPガス協会近江八万支部

（省略）

表中 協定相手名

 社団法人 滋賀県LPガス協会近江八幡支部

誤記
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頁 修正前 修正後 修正理由

第１章 活動体制の確立
第３節　大規模事故災害に対する活動体制

第３ 配備体制の伝達

２ 他機関への連絡

応-31

（１）警戒２号体制

 （省略）

  ②近江八幡警察署（竜王警察官駐在所）

（１）警戒２号体制

 （省略）

  ②近江八幡警察署

連絡先（電話）が近江八幡警察署のみに

なったため

応-32

（２）事故対策本部

（省略）

  ⑤近江八幡警察署（竜王警察官駐在所）

（１）警戒２号体制

 （省略）

  ②近江八幡警察署

連絡先（電話）が近江八幡警察署のみに

なったため

第３章 消防・救急救助・医療救護対策

第２節 医療・救護対策

第１ 医療・救護の体制

４ 県への救護要請

応-65

町の救護班のみでは応急対策が困難であると救護班

⾧が判断した時は、滋賀県災害対策地方本部を通じ

て、滋賀県災害対策本部に災害派遣医療チーム

（DMAT)の派遣を要請すると共に、日本赤十字社滋

賀県支部にも応援協力を要請する。

町の救護班のみでは応急対策が困難であると救護班

⾧が判断した時は、滋賀県保健医療調整東近江地方

本部を通じて、滋賀県保健医療福祉調整本部に必要

な支援を要請するとともに、日本赤十字社滋賀県支

部にも応援協力を要請する。

滋賀県医療救護活動指針に整合

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

５ 救護活動

応-65

（１）町本部（救護班保健・医療担当）は、災害の

状 況に即応し、医療救護班の出動により救護活動を

行う。町の能力で収拾できないときは近江八幡市蒲

生郡医師会あるいは最寄りの医療機関や近江八幡市

立総合医療センター等に応援を要請するとともに、

滋賀県災害対策本部東近江地方本部に応援協力を要

請する。

（１）町本部（救護班保健・医療担当）は、災害の

状況に即応し、医療救護班の出動により救護活動を

行う。町の能力で収拾できないときは近江八幡市蒲

生郡医師会あるいは最寄りの医療機関や近江八幡市

立総合医療センター等に応援を要請するとともに、

滋賀県保健医療調整東近江地方本部に応援協力を要

請する。

滋賀県医療救護活動指針に整合

応-66

（４）町は、滋賀県災害対策本部東近江地方本部を

通して県本部に医療救護に関する協力要請を行う。

県本部は、その他自ら必要と認めたときは災害拠点

病院等医療関係団体、他府県等に必要な医療救護班

の派遣を要請する。

（４）町は、滋賀県保健医療調整東近江地方本部を

通して滋賀県保健医療福祉調整本部に医療救護に関

する協力要請を行う。滋賀県保健医療福祉本部は、

その他自ら必要と認めたときは滋賀県医師会等の救

護活動に関する協定締結団体、他府県等に必要な医

療救護班の派遣を要請する。

滋賀県医療救護活動指針に整合

第２ 医療救護の対象、範囲等

応-67

救急告示病院 救急告示病院

救急告示病院一覧表に日野記念病院を追

加

医療機関名 所在地 電話 

国立病院機構 東近江総合医療センター 東近江市五智町 255 0748-22-3030 

東近江敬愛病院 東近江市八日市東本町 8-16 0748-22-2222 

近江八幡市立総合医療センター 近江八幡市土田町1379 0748-33-3151 

湖東記念病院 東近江市平松町2-1 0749-45-5000 

東近江市立能登川病院 東近江市猪子町191 0748-42-1333 

 

医療機関名 所在地 電話 

国立病院機構 東近江総合医療センター 東近江市五智町 255 0748-22-3030 

東近江敬愛病院 東近江市八日市東本町 8-16 0748-22-2222 

近江八幡市立総合医療センター 近江八幡市土田町1379 0748-33-3151 

湖東記念病院 東近江市平松町2-1 0749-45-5000 

東近江市立能登川病院 東近江市猪子町191 0748-42-1333 

日野記念病院 蒲生郡日野町上野田200-1 0748-53-1201 
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第５ 医薬品、医療資機材の調達

応-67

１ 町本部（救護班保健・医療担当）は、医療およ

び助産救護活動に必要な医薬品等について、備蓄医

薬品等の活用を図るとともに、町内医療機関の協力

を得て、医療救護活動に必要な医薬品、医療用資器

材等を調達・確保する。それでもなお、医薬品が不

足する場合は、県本部健康医療福祉部に供給の要請

を行う。

１ 町本部（救護班保健・医療担当）は、医療およ

び助産救護活動に必要な医薬品等について、備蓄医

薬品等の活用を図るとともに、町内医療機関の協力

を得て、医療救護活動に必要な医薬品、医療用資器

材等を調達・確保する。それでもなお、医薬品が不

足する場合は、滋賀県保健医療調整東近江地方本部

に供給の要請を行う。

滋賀県医療救護活動指針に整合

第４章 避難収容対策

第１節 避難対策

第４ 避難者の誘導

５ 学校等の避難対策

応-75

(１）避難誘導

 校園⾧はあらかじめ定めた避難計画に基づき、状

況に応じ教職員に適切な緊急避難の指示を行う。

 教職員は校園⾧の指示を的確に把握して、校舎配

置別または学年別等を考慮し、あらかじめ定められ

た避難順序に従って迅速、確実に校外の安全な避難

所に児童、生徒を誘導する。

（１）避難誘導

 校園⾧は火災、地震、風水害等のあらかじめ定め

た避難計画に基づき、校園内外の状況を把握して教

職員に適切な緊急避難の指示を行う。

 教職員は校園⾧の指示を的確に把握して、校舎配

置別または学年別等を考慮し、あらかじめ定められ

た避難順序に従って適切な避難経路により、避難場

所に児童、生徒を安全に誘導する。

火災、地震、風水害等それぞれの違いや

状況に対応した避難になるよう文言修正

「校外の安全な避難所」が敷地外と解さ

れる。状況によっては校内避難（避難場

所に指定されている場合あり）等も考え

られるため文言を修正
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-75

（３）移送方法

自治会（区）別に班を編制し、教職員は引率責任者

としてできるだけ警察官、消防職員等の協力を得て

次の事項に留意して安全かつ能率的に移送する。

①危険な橋、堤防、その他新たに災害の発生する場

所を避け、安全な道路を選定する。

②引率責任者は、メガホン、携帯マイクを所持す

る。

③感電、水没等の事故防止に努める。

④浸水地域等を移送するときは、ロープ等を利用す

る。

（３）引き渡し

児童、生徒を自治会（区）別に班を編制し、校園内

で保護者に引き渡す。ただし、水害等において、次

の事項に該当する場合は、校園内で保護し、引き渡

し可能な状態になるまで待機させる。

①保護者が迎えにこられない場合

②学校等の施設が指定避難所である場合

③町からの情報に基づいて安全に経路が確認できな

い場合

④保護者等の避難状況によって混乱が生じる場合

リスクがある中での移送が前提になって

いる。移送ではなく保護者への引き渡し

を基本とした記述に修正
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頁 修正前 修正後 修正理由

第１章 総則

第８節 防災関係機関の事務または業務の大綱

第７ 指定公共機関

原-19
関西電力株式会社

（滋賀支社）

関西電力株式会社

（原子力事業本部）
組織改正による修正

第９節 防災対策におけるリスクコミュニケーションの実施方策

原-21 ・防災業務関係者に対する研修 ・緊急事態応急対策に従事する者に対する研修 滋賀県地域防災計画に整合

第２章 災害事前対策

原-22  第９節 防災業務関係者の人材育成・・・原-33
 第９節 緊急事態応急対策に従事する者の人材育

成・・・原-33
滋賀県地域防災計画に整合

第４節 避難収容活動体制の整備

第３ 退避場所等の周知

原-28

（省略）

 屋内退避の迅速な実施のためには、具体的な避難

計画を県、防災業務関係者および対象となる住民が

共通して認識することが必要となる。町は、国、県

の協力のもと、警戒事態発生後の経過に応じて周辺

住民に提供すべき情報について整理しておく。

（省略）

（省略）

 屋内退避の迅速な実施のためには、具体的な避難

計画を県、緊急事態応急対策に従事する者および対

象となる住民が共通して認識することが必要とな

る。町は、国、県の協力のもと、警戒事態発生後の

経過に応じて周辺住民に提供すべき情報について整

理しておく。

（省略）

滋賀県地域防災計画に整合

竜王町地域防災計画（第５編　原子力災害対策編）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第５編　原子力災害対策編）　新旧対照表

原-33 第９節 防災業務関係者の人材育成 第９節 緊急事態応急対策に従事する者の人材育成 滋賀県地域防災計画に整合

原-33

 町は、国および県と連携し、応急対策全般への対

応力を高めることにより、原子力防災対策の円滑な

実施を図るため、国、指定公共機関等が防災業務関

係者に向けて実施する、原子力防災に関する研修の

積極的な活用を推進する等、人材育成に努める。

 町は、国および県と連携し、応急対策全般への対

応力を高めることにより、原子力防災対策の円滑な

実施を図るため、国、指定公共機関等が緊急事態応

急対策に従事する者に向けて実施する、原子力防災

に関する研修の積極的な活用を推進する等、人材育

成に努める。

滋賀県地域防災計画に整合

第３章 緊急事態応急対策

第３説 活動体制の確立

原-48 第９ 防災業務関係者の安全確保 第９ 緊急事態応急対策に従事する者の安全確保 滋賀県地域防災計画に整合

原-48
 町は、緊急事態応急対策に係る防災業務関係者の

安全確保を図る。

 町は、緊急事態応急対策に従事する者の安全確保

を図る。
滋賀県地域防災計画に整合

原-48 ２ 防災業務関係者の被ばく管理 ２ 緊急事態応急対策に従事する者の被ばく管理 滋賀県地域防災計画に整合

原-48

（１）防災業務関係者の被ばく管理の指標

  ア 防災業務関係者の被ばく線量は、実効線量

    で50mSvを上限とする。

  イ 救命救助等の場合は、実効線量で100mSv

   を上限とする。

（※妊婦に関しては、胎児保護の観点から被ばくの

可能性のある防災業務から除外するなど、適切な配

慮が必要である。）

（１）緊急事態応急対策に従事する者の被ばく管理

  の指標

  ア 被ばくの可能性のある緊急事態応急対策に

　　　従事する者の被ばく線量は、実効線量で

   50mSvを上限とする。

  イ 人命救助等緊急やむを得ない活動に従事す

　　　る場合に限り、実効線量で100mSvを上限と

   する。

（※妊婦に関しては、胎児保護の観点から被ばくの

可能性のある防災業務から除外するなど、適切な配

慮が必要である。）

滋賀県地域防災計画に整合
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頁 修正前 修正後 修正理由

1 地域防災計画関連資料

1-5  水防倉庫

資-10
岡屋工業団地水防倉庫を追加

名称変更および所在地の番地を追加

1-8  水防区域および危険箇所図

資-11 岡屋工業団地水防倉庫を追加

竜王町地域防災計画（資料編）　新旧対照表

倉庫名称 河川名 所在地 

西部地区水防倉庫 祖父川 竜王町岡屋 

防災センター水防倉庫 日野川 竜王町小口 

コミュニティー水防倉庫 祖父川 竜王町鵜川 

山之上水防倉庫 日野川 竜王町山之上 

北東部地区水防倉庫 日野川 竜王町弓削 

 

倉庫名称 河川名 所在地 

岡屋水防倉庫 祖父川 竜王町岡屋 1294-3 

岡屋工業団地水防倉庫 祖父川 竜王町岡屋 2911-5 

防災センター水防倉庫 日野川 竜王町小口 1672 

鵜川水防倉庫 祖父川 竜王町鵜川 513 

山之上水防倉庫 日野川 竜王町山之上 5893-1 

弓削水防倉庫 日野川 竜王町弓削字豊楽 59-14 他 

 

資料編      1



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（資料編）　新旧対照表

1-15 高圧ガス製造事業所

資-33 企業情報（高圧ガスの種類）の削除

資料編      2



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（資料編）　新旧対照表

資-42 誤記修正

1-20 浸水想定区域および土砂災害警戒区域内に存在する社会福祉施設

資料編      3



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（資料編）　新旧対照表

資-48 原子力災害対策指針の改訂に伴う修正

1-23 各緊急事態区分を判断するEALの枠組みについて

資料編      4



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（資料編）　新旧対照表

資-56 （新規） 1ー24　備蓄品一覧 下記

(修正後)

資-56

（新規）  

「第２編 災害予防計画 第５節 食糧、

生活必需品等の調達・確保 第５ 備蓄品

の管理」（予-56）掲載 から「資料編

１－24 備蓄品一覧」として掲載場所を

変更

備蓄品全般の表記に様式変更

(修正後）

資-57

（新規）

同上

（修正後）

資-58 1ー24  用語集 1ー25  用語集 項目番号のずれ

資料編      5
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